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０ 知的財産の保護と法律
（１）知的財産基本法 …知的財産の創造、保護及び活用に関する施策の推進が目的

基本理念、国･地方公共団体･大学･事業者の責務

知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画知的財産基本法

知的財産戦略本部の設置
（２）知的財産とは

① …発明､意匠､著作など人間の創造的活動により生み出されるもの

②事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの…商標など知的財産

③事業活動に用いられる有用な技術上又は営業上の情報…営業秘密
権利化 など

知的財産権

知的創造物についての権利 営業標識についての権利

・ （特許法…発明） ・ （商標法…商標）産業財産権 特許権 商標権

（ ）(特許庁に ・ 実用新案法…考案実用新案権

登録) ・ （意匠法…デザイン）意匠権

その他 ・育成者権 種苗法…植物新品種 ・商号（商法、会社法…商号）（ ）

・回路配置利用権

（ ）半導体集積回路配置法…ICﾁｯﾌﾟ

・著作財産権 ・著作人格権（氏名表示権）著作権

著作権法 ・著作者人格権（公表権など）（ ）

・著作隣接権

・ ノウハウ・顧客ﾘｽﾄ ・周知表示不正競争 営業秘密（ ）

・商品形態 ・著名表示防止法

・コピープロテクション等 ・ドメイン名

・原産地の表示

・海外商標の利用権

保護の対象 公秘 登録 存続期間

発明 公開 必要 出願から20年特許権

（ ）実用新案権 考案（小発明） 公開 必要 出願から10年 無審査登録

デザイン 公開 必要 登録から25年意匠権

ﾄﾚｰﾄﾞﾏｰｸ､ｻｰﾋﾞｽﾏｰｸなど 公開 必要 登録から10年（更新可能）商標権

著作物､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 公開 任意 著作者個人の死後70年著作権

秘密の技術や営業ﾉｳﾊｳ 秘密 不可 秘密である限り営業秘密

特許権・実用新案権・意匠権などは、独占排他的な実施権を付与する一方で、

それを公開して公衆に利用する機会を与えることによって、我が国 に産業の発展

寄与することを目的としている （特許法･実用新案法･意匠法の各１条など）。

※知的財産権の行きすぎた行使は、 の規制を規制を受ける。独占禁止法



- 2 -

…特許法・実用新案法による保護１ 特許権・実用新案権
（１）特許権

＜ とは＞特許権

特許を受けた特定の を独占的・排他的に利用しうる権利 新規性喪失発明

の事由

･狭義の公知

自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度なもの ･公用発 明

･刊行物記載

。産業上利用可能性…産業上利用することができること

。新規性…発明がいまだ社会に知られていないものであること

進歩性…当該発明の属する技術分野における通常の知識を有する者が、

特許出願時の技術常識に基づいて、容易に発明できないこと。

発明者 特許を受ける権利を持つ者で、自然人に限られる。

特許権は譲渡でき、譲渡(承継)を受ければ、法人も特許を所有できる。

企業の従業員が職務として実現した発明 承継対価の不合理性判断職務発明

①両者の協議の状況

企業には、通常実施権が認められる。 ②策定基準の開示状況

予め、特許を受ける権利または特許権を ③従業員からの

企業に譲る旨の定め（ ） 意見聴取状況予定承継

も認められる。

（２）特許を受けられる発明
該当しないもの

（ 、 、 ）発 明 自然法則を 人為的取り決め ルール 経済等の法則 言語など

利用した 自然法則そのもの、自然法則に反するもの

技術的思想の 技能、単なる情報・願望や課題の提示、美的創造物

創作のうち 単なる発見（天然鉱物、動植物など）

高度なもの 考案（実用新案法の保護対象）

物の発明 …有体物に限らずプログラム等も含む

例 「○○装置 「○○システム」） 」

「○○処理を実行させるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」

方法の発明 …順序や時間等を要件とする

例 「OOの使用方法 「OOの制御方法」） 」

物を生産する方法の発明

例 「○○の製造方法」）
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産業上利用することができる 医療機器や医薬品等はOK産業上利用可能性

①人間を手術、治療、診断する方法（医療行為）

該当しないもの ②個人的にのみ利用されるもの※

③学術的、実験的にのみ利用されるもの※

④理論上可能でも、実際には明らかに実施不可能なもの

※業として利用できればOK

いまだ社会に知られていない新規性

新規性 ①特許出願前に、②日本国内または外国において

喪失事由

④知られた

③公然と

⑤実施された

⑥頒布された刊行物に記載された

⑦電気通信回路を通じて公衆に利用可能となった

（例外：行為後６ヵ月以内に出願を行えば、新規性を失わない）

本人による行為(例) ①技術的な試験

②刊行物やインターネット等での発表

③所定の学術団体の研究集会への発表

④所定の博覧会への出品

本人の意に反する第三者の行為

容易に発明できない進歩性

当業者(当該発明の属する技術分野における通常の知識を有する者)が

特許出願時の技術常識に基づいて、

公序良俗や公衆衛生に反しない 公序良俗：公の秩序や善良の風俗

公衆衛生：国民の健康

最先の出願であること ：最先の出願人のみが特許権を取得できる。先願主義

かつては、最初に発明をした発明者に特許権を与える

を採る国もありましたが、 年に転換先発明主義 2013
、 。した米国を最後に 全ての国が先願主義となりました
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（３）特許出願

●特許権の取得手続

書類の作成

出 願 出願受付 …出願番号 特願２０１９－○○○○○○

補正書… 方式審査

審査請求 出願公開 …公開番号 特開２０１９－○○○○○○

産業上の利用可能性

補正書･意見書… 実体審査 …特許性の審査 新規性

進歩性

特許料納付 特許登録 …特許番号 特許○○○○○○

効力発生 特許公報

●特許出願に必要な書類

願書

【整理番号】

【発明者】 自然人に限られる

【出願人】 特許を受ける権利を有する者

… ・発明者は特許を受ける権利を有する

… ・特許を受ける権利は移転できる

…

（添付書類）

明細書 特許請求の範囲 図面 要約書

【発明の名称】 【請求項１】 【要約】

【課題】 【請求項２】 発明の内容 【課題】

【解決手段】 … によっては 【解決手段】

【発明の効果】 … 必要なし 【選択図】

.【実施形態】 …

… …

第三者に 特許になったときは 発明の内容を簡潔に表す

発明の内容を開示する 権利書の役割を持ち 書類であって、特許権の

技術文献としての役割 特許権の効力の範囲 効力が及ぶ範囲を定めた

の基準となる ものではない。
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（４）特許を受けることができる者

単なる管理者（一般的な監督のみを行う）

発明者 （該当しない者） 単なる補助者（補助的な作業のみを行う）

単なる資金提供者 など

特許を受ける権利 出願の前後を問わず移転できる。

使用者等の従業者等がした発明で

使用者等の業務範囲に属し、職務発明

かつ従業者等の職務に属する発明

従業者等が自ら特許を受けた

→使用者等は、無償の通常実施権を有する。

予め特許を受ける権利の継承または専用実施権の設定を

契約、就業規則等で定めることができる。

実行の場合、従業者は相当の対価を受けることができる

(複数の場合)…特許を受ける権利も共有となる

…他の権利者と共同でなければ出願できない。→共同出願共同発明

他の権利者の意に反して、特許を受ける権利の譲渡もできない。

成立 特許権の共有 …特許発明の実施は単独でできる。

（５）特許権の管理

●特許権の発生・存続・消滅

２０年

３年以内 特許権の

１年６ヵ月以内 保護期間

出願 方式 審査請求 実態 特許料納付 期間

出願受付 審査 出願公開 審査 →設定登録 満了

(請求により、

早期公開可能)

特許権発生

(特許公報)

請求なく 特許料 特許無効審決

期間経過 未納付

特許権の放棄

出願取下 拒絶

出願却下 特許査定の送付から30日以内に 特許権消滅

特許料(３年分)の納付をしない場合

４年目以降の不納付
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●特許権の実施

物の発明…物の生産､使用､譲渡･貸出､輸出･輸入､譲渡等の申出

特許権の実施 方法の発明…方法の使用

物を生産する方法の発明…方法の使用、

方法により生産した物の使用等

●特許権の範囲…特許請求の範囲の記載に基づいて定められる

例）
特許請求の範囲

Ａ Ｃ Ｄ
【請求項１】ＡとＢとＣを備えたＤ

Ｂ

非侵害 侵 害

ＡとＢを備えたＤ ＡとＢとＣとＥを備えたＤ
特許権の及ばない範囲
・試験研究のための実施

Ａ Ｄ Ａ Ｃ Ｄ ・通過するもの、
既にあるもの

Ｂ Ｂ Ｅ ・調剤行為

●特許権の実施許諾

独占排他的に特許発明を実施できる権利専用実施権

（物権的） ・特許権者でも契約範囲の特許権の実施はできない。

・特許登録原簿への設定登録が必要

・専用実施権者は第三者に対し実施権の再設定ができる。

特許発明を業として実施することができる権利通常実施権

（債権的） ・特許権者が自ら実施する権利を留保するかどうかは任意

・特許原簿への登録は不要で、双方の契約のみで設定できる。

実施許諾契約による通常実施権

法定通常実施権 職務発明の使用者による通常実施権

先使用による通常実施権

他人の出願前に既にその発明を実施

または実施の準備をしていた場合

意匠権存続期間満了後の通常実施権など

裁定通常実施権 不実施の場合の裁定通常実施権

権利化後３年以上実施されていない

→実施希望者の申請により特許庁裁定

公共の利益のための裁定通常実施権など

仮の実施権 特許権成立前であっても、 特許権の成立後 正式な実施権

出願をしていれば設定できる とみなされる
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●特許権の侵害に対する措置

・差止請求(100)

・損害賠償請求(102～103､民709)

・信用回復措置請求(106) 特許権侵害 刑事罰

・不当利得返還請求(民703-704) (196､201)

実施許諾契約と独占禁止法

、「 」 。実施者の利益を著しく制限する不当な条件は 不公正な取引方法 等に該当する

例）特許権に無効事由があっても無効審判請求を行わない（不争義務）

特許製品の販売価格・再販売価格の拘束

特許権消滅後の使用制限

（６）実用新案権 …実用新案法による保護

＜ とは＞実用新案権

物品の形状、構造または組合せに係わる を独占的に利用する権利考案

●実用新案権の取得手続

発明ほどの高度な技術的創作でない小発明 …形式的要件のみで成立考 案

実体的審査なしで成立

権利の有効性を判断する …誰もが作成請求できる技術評価書

実用新案権の権利行使には、技術評価書の提示が必要 差止(27)､不当利得､

損害賠償(29､民709)､

信用回復(30､特許106)

●実用新案の手続きと期間

１０年

半年程度 実用新案権保護期間

出願・登録料納付 基礎的要件 方式 存続期間

出願受付 の審査 審査 設定登録 満了

(公報)

基礎的要件審査の内容 出願却下 技術評価書

①物品の形状、構造又

は組合せに係るものか

②公序良俗違反はないか ・有効性を補完 差止・賠償請求等

③請求の範囲の記載は適切か ・無効判断する 権利行使可能

④考案の単一性に違反しないか ものではない

⑤書類の記載は適切か (鑑定書的性格)
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…意匠法による保護２ 意匠権
（１）意匠権

＜ とは＞意匠権

物品について創作した工業上利用可能な新しい の独占権 審美的意匠(デザイン)

創作

物品の形状、模様もしくは色彩またはこれらの結合 独立した製品意 匠

部分意匠

組物の意匠工業上の利用性…工業技術により反復大量生産可能

動的意匠新規性…出願前に公知でない。

関連意匠創作非容易性…公然と知られた形状等に基づき

容易に創作することができない。
（２）保護対象となる意匠

インダストリアルデザイン

意 匠 工業製品のデザイン エディトリアルデザイン（書籍・雑誌等）

テキスタイルデザイン、服飾デザイン など

物品性 …市場で流通する有体動産（独立して取引対象となる）

物品となる 物品とはならない

完成品、部品 無体物 不動産(庭園･建物)、

例外：部分意匠…物品の一部 気体、流体、粒状･粉体物（ ）

形態性 …物品その物の特徴や性質から生じる 形状 …必須要素

模様・色彩 …付随的要素

視覚性 …肉眼で認識できる 微細なため肉眼で形態を認識できない×

など

機能・動作のみ

美観性 …何らかの美的処理がなされている まとまりがない×

煩雑な感じ など

農産物、天然物

…工業技術を用いて同一物を量産できる 美術著作物工業上利用性 ×

庭園･建物 など
出願前に 公然と知られて

…日本または外国で 刊行物等に掲載されて いないもの新 規 性

公知なものに類似して

…当業者が、公知の形状等から容易に創作できないもの創作非容易性

形状、模様もしくは色彩またはこれらの結合 …天然物や
不動産も対象

最先の出願であること …自己の登録意匠に類似したものも不可

→(例外)関連意匠
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その他の不登録事由

・公序良俗違反…赤十字ﾏｰｸや国旗､国家元首の顔､わいせつ物などを模した意匠

・他人の業務に係る物品と混同を生ずるおそれ…著名商標等を利用した意匠など

・物品の機能を確保するために不可欠な形状のみからなる…必然的に定まる意匠

（３）意匠権の手続きと存続期間

２５年

意匠権保護期間

出願 方式 実態 登録料納付(１年分) 存続期間

出願受付 審査 審査 →設定登録 満了

・図面必須 (意匠公報)

・物品面 拒絶 無効審決

からの特定 未納付 権利放棄

・一意匠一出願

の原則 出願却下 登録査定から 意匠権消滅

日以内 ２年目以降30

（４）特殊な意匠

「物品の独立性」の例外部分意匠

物品の部分になされた特徴ある意匠

→全体としては異なっていても、その部分は保護される。

「一意匠一出願の原則」の例外組物の意匠

集合物が有する全体としての統一感、省令で定める 品目のみ56
→個々の構成物品には及ばない。

「一意匠一出願の原則」の例外動的意匠

物品の機能として意匠が変化する場合、変化の前後にわたる意匠に

ついて一出願で登録可能

「先願規定」の例外関連意匠

本意匠の公報が発行されるまでに、同一人から出願された類似意匠

→本意匠を表示して出願する。

「登録公報制度」の例外秘密意匠

登録から一定期間(３年以内で設定)、意匠の公開を秘密にする

←流行性があり模倣も容易である一方、累積進歩は少ないから
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（５）意匠権の効力

登録した意匠と同一および類似する意匠を、業として、独占排他的に実施できる。

独占 類似範囲が重なっても

実施 後願 登録可能だが、

登録 可能

意匠 先願の類似範囲に抵触

先願 する意匠の実施には、

先願者の許諾が必要

類似範囲

※試験研究のための実施は、意匠権を侵害しない。

●意匠の同一
と類似 物 品 ・物品の同一：用途…同じ、機能…同じ

同一 類似 ・物品の類似：用途…同じ、機能…異なる

同一 同一意匠

形態 …形態の類似：

類似 類似意匠 需用者の視覚を通じて起きる美観に基づく

●実施権

専用実施権

通常実施権 ＜先出願による通常実施権＞

許諾契約 意匠権は出願公開がなく拒絶査定となった

法定 職務創作 出願は、先願の地位を有しないが、後願の

先使用権 類似意匠となっても実施できる。

先出願による

無効審判の請求登録前の

意匠権存続終了後の

裁定

●意匠権の侵害に対する措置

・差止請求(37)

・損害賠償請求(39､民709)

・信用回復措置請求(41､特許106) 意匠権侵害 刑事罰(69)

・不当利得返還請求(民703-704)

●意匠法の関連法規およびその相違点

（特許権、実用新案権の対象となることも）

物品の形状 権利付与 意匠権 …美的創作の保護→２０年

規制 商標権(立体商標)…業務上の信用の保護

不正競争防止法 →更新で半永久的

商品形態模倣行為
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（ブランドの保護）３ 商標と商号

（１）商標権 …商標法による保護

＜ とは＞商標権

指定する商品・役務の範囲で登録商標を独占的に使用し 業務上の信用、

類似範囲における他人の使用を禁止することができる権利 の保護

、 、 、 、業として商品または役務の生産 証明 譲渡 提供を行っている者が

その商品または役務について使用する文字、図形、記号、立体的形状商 標

もしくは色彩またはこれらの結合、音その他政令で定めるもの(2条)

出所表示機能

業者が自らの業務について使用する 識別機能 品質保証機能標章

広告･宣伝機能

商品商標（トレードマーク）

役務商標（サービスマーク） 反復継続使用→財産的価値

※小売･卸売の役務も対象

原則：普通名称・慣用商標のみでは登録できない(3条)

例外： …地域名と普通名称・慣用名称の組合せ地域団体商標登録制度

(7条の2) 地域ブランドを保護する組合等のみ

（２）登録を受けられる商標

文字商標 色彩商標、ホログラム商標

商 標 図形･記号商標 結合商標 ＋ 音商標

立体商標 動き商標、位置商標

取引の対象となる

商品・役務 商品：量産可能な、有体物で、流通過程にのるもの

役務：他人のためにする労役・便益、付随的役務は不可

普通名詞…略称･俗称も不可､商品役務分野と無関係なら可

慣用商標…例 「清酒正宗 、カステラにオランダ船図形） 」

登録の要件 商品・役務の内容等を普通に表示…例 「大阪せんべい」× ）

（ ） ありふれた氏・名称を普通に表示…例 「鈴木 「㈱ﾀﾅｶ」識別性 ） 」

極めて簡単でありふれた標章…仮名一文字など

公益上の理由… 公的な標章、他人の肖像や氏名を含む商標×

その他の公序良俗違反のおそれのある商標×

不登録事由に 出所混同の防止… 他人の商標と混同するおそれのある商標×

該当しない (周知商標と同一･類似で､商品役務も同一･類似)

( ) 品質誤認の防止… 商品役務の特性を誤って認識させる商標利益調整 ×

例 「純米○○」という合成酒）

不正目的出願の排除… 著名商標と同一類似で不正目的使用×

例)高額買取目的の国内未登録商標出願

最先の出願であること 過去に登録されていても権利消滅後は登録可能

同じ標章でも区分が違えば登録できる可能性大

※自己が使用する意思のない商標については、登録を受けることができない。
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（３）商標権の手続きと存続期間 １０年

保護期間

出願 方式 実態 登録料納付 更新又は

出願受付 審査 出願公開 審査 →設定登録 期間満了

･出願人 (商標公報)

･商標 拒絶 未納付 無効審決

･商品役務区分 登録異議 取消審決

※一出願多区分制 取消決定 権利放棄

出願却下 登録査定から30日以内 商標権消滅

に一括又は分割納付しない 分割残
(10年分) (5年分)

（４）特殊な商標

団体商標 社団法人や事業協同組合、農業協同組合などについては、自己が使用

制度 しない商標であっても、構成員に使用させるための商標の登録が可能

地域団体 地域名と普通名称・慣用名称の組合せによる商標であっても、地域ブ

商標制度 ランドを保護するため、事業協同組合等にかぎり商標登録可能とする

防護標章 禁止権の範囲を非類似の商品･役務に拡大して、

登録制度 著名登録商標を保護する

（５）商標権の効力

●商標権の効力

・専用権：登録した商標と同一の商標を、業として、独占排他的に実施できる。

・禁止権：登録した商標と同一および類似する商標の実施を禁止できる。

（禁止権の範囲での本人の実施は、権利侵害ない限りは可能。ただし保護なし）

禁止権の範囲が重なっても

独占 後願 登録には差し支えがない。

登録 実施

商標 可能 双方の禁止権が重複する

先願 範囲では、双方とも実施

他人の使用を禁止 できない。

類似範囲

●商標の同一と類似 商品・役務

同一 類似

同一 同一商標(専用権)
商標

類似 類似商標(禁止権)

●不使用商標取消審判

継続して３年以上使用していない商標については、誰でも取消審判を請求できる。
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●実施権 専用実施権(30)

・専用権の範囲でのみ許諾可能 通常実施権(31)

・禁止権の範囲で商標法上の実施許諾はできない

→実務上は、禁止権の範囲でも実質的な使用許諾は行われている。…保護なし

●商標権の侵害に対する措置

・差止請求(36)

・損害賠償請求(39､民709)

・信用回復措置請求(39､特許106) 商標権侵害 刑事罰

・不当利得返還請求(民703-704) (78～)

（６）商号

＜ とは＞ ：商人は、原則として商号を商号 商号自由の原則

商人が営業上の活動において 自由に選択できる。

自己を表すために用いる名称 ：一個の営業についての商号は商号単一の原則

一個に限られる。

（会社７）
会社の種類を表す文字を使用する

営業の範囲を明確にする機能 他種類の会社と誤認されないこと会社の商号

会社でない者が会社を名乗らない

長期間の使用

（ ）商号の登記 会社は設立時に 会社911③2など

商号そのものが商人の 個人企業は任意で（商11②）

信用の対象となる 同一の所在場所における同一商号の登記禁止

（ ）商業登記 27
同一・類似商号の使用禁止そこで

（商12、会社８）

①商号使用企業の利益保護 不正な目的で、他の商人・会社であると

②公衆や取引相手の保護 誤認される商号の使用禁止

→違反する商号を使用する商人・会社には

営業上の利益侵害の停止・予防の請求可

（商14、不正競争防止法における 名板貸人（ないたがしにん）の責任

(2①1･2､3､4､14) 会社９）商号保護

（周知表示混同惹起行為） 自己の商号を使用しての営業･事業の実施を

（著名表示冒用行為） 許諾した者（名板貸人）は、名義借受人と

連帯して債務弁済責任を負う。

広く認識されている商号と同一

または類似の商号の使用により、

商品･営業に混同を生じさせる行為をされた

→営業上の利益侵害の停止・予防の請求、

損害賠償請求・信頼回復措置請求ができる。
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…著作権法による保護４ 著作権等
（１）著作権 …狭義の著作権著作権(著作財産権)

著作者の権利

著作権(最広義) （広義の著作権）

著作者人格権

著作隣接権著作隣接者の権利

（実演家､レコード制作者､

）放送事業者､有線放送事業者

(著作権法２条①２)

思想または感情を創作的に表現した文芸･学術･美術･音楽に属するもの著作物

●著作物の種類(著作権法10条)
著作権権利侵害の適用除外の例

言 語 音 楽 舞踊・無言劇
①法令・通達など

美 術 建 築 図 形 ②国･公共団体が作成する著作
③時事問題に関する論説の転載

映 画 写 真 プログラム ④私的使用 ⑤適切な引用

自動公衆送信のデジタル録画・録音は不可
●著作権の種類と内容

著作者の権利 著作隣接権

著作者 財 産 権
著作権(財産権) 実演家人格権

人格権 許 諾 権 報酬請求権

公表権 複製権 氏名表示権 録音権 放送

上演権･演奏権 ・録画権 二次使用料を

氏名 上映権 同一性保持権 放送権 受ける権利

表示権 公衆送信権･伝達権 ・有線放送権

口述権 展示権 頒布権 貸レコードに

同一性 譲渡権 貸与権 送信可能化権 ついて報酬を

保持権 翻訳権･翻案権(二次的 受ける権利

著作物の創作権) 譲渡権

二次的著作物の利用権

貸与権

●著作権の効力

・成 立…著作物を創作した時に成立(51)→登録不要だが、登録制度も整備

（ ）・著作者…著作物を創作する者(2①2) プログラム登録特例法など

→職務著作の場合は、原則として法人その他の使用者となる。(15)

・同様の著作物が独自に複数創作された場合

→それぞれに著作権が認められる （相対的独占権）。

・存続期間(51)：著作者が個人…著作者の死後50年を経過するまで

著作者が法人…公表後50年を経過するまで
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著 作 権 法 特 許 法

法の目的 文化の発展 産業の発展

保護対象 創作的表現（著作物） アイデア（発明）

権利取得 無方式主義（手続不要） 方式主義

（ ）の手続 （創作と同時に権利発生） 権利取得には出願等の手続必要

発生権利 著作者人格権、著作財産権 特許権

侵害認定 同一・類似の著作物であっても、 実質的に同一の範囲にあれば、

模倣・盗用の関係になく、独自に 模倣・盗用の関係になく、独自に

創作されたものに権利は及ばない 創作されたものでも権利が及ぶ

（相対的独占排他権） （絶対的独占排他権）

（２）著作物
思想または感情の創作的表現 創作性…精神活動による個性

表現…ｲﾒｰｼﾞやｱｲﾃﾞｱのみは不可著作物

文芸･学術･美術･音楽に属するもの 文化性…本来は純粋美術

①小説、脚本、論文、講演その他の言語の著作物

②音楽の著作物

③舞踏または無言劇の著作物

④絵画、版画、彫刻その他の美術の著作物 …美術工芸品を含む

⑤建築の著作物

⑥地図又は学術的な性質を有する図面､図表､模型その他の図形の著作物

⑦映画の著作物 …映画の効果に類似する視覚的表現(動画全般)

⑧写真の著作物 …写真の製作方法と類似する方法での表現物を含む

⑨プログラムの著作物

二次的著作物 …著作物に変更や付加して創作した著作物

翻訳、編曲、変形、翻案(脚色や映画化など)

原著作物の内容がそのまま残る部分が含まれる

創作性が認められなければ、単なる複製となる

編集著作物 …素材の選択または配列によって創作性を有するもの(新聞や雑誌等)

データベース …コンピュータで検索することができるよう構成されたもので、

の著作物 情報の選択は体系的な構成によって創造性を有するもの

利用には原著作者の承諾も必要

①憲法その他の法令

※ 著作権の目的と ②国等が発する告示･訓令･通達類 …白書等は含まない

ならない著作物 ③裁判所の判決･決定･命令･審決、行政庁の裁決･決定

④上記の翻訳物･編集物で国等が作成するもの



- 16 -

（３）著作者

単なる企画立案者（担当者等）

（ ）著作者 ×…著作物を創造する者 単なる補助者 単純作業を行うｱｼｽﾀﾝﾄ

単なる資金提供者 など

①複数の者が共同で創作し、

共同著作物 共同著作者 ②各人の寄与分を分離して個別利用できない

(共同著作権) ※分離利用できる → 個別に著作権

結合著作物(歌詞と楽曲)

集合著作物(各章分担の著書)

法人等の発意に基づき、

法人等の業務に従事する者が …請負､委託は

職務著作 法人等 職務上の行為として作成し 該当しない

(使用者) 法人等の名義のもとに発表 …ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの場合不要

勤務規則等に別段の定めなし

映画の著作物 全体的形成に創作的に寄与した者の全員

例）監督やプロデューサー…但し職務著作の規定が優先する

※著作財産権は、製作への参加を著作者が約束した映画制作者に属する

(発案と責任を持つ)

（４）著作者人格権 …創作時に発生し、著作者の死亡時に消滅する。

著作者 著作者人格権

著作財産権

「 」譲渡の禁止 一身専属権

非相続性 ※例外著作者人格権

死後の保護 …著作者の死亡後も、

人格権の侵害行為は原則禁止

→遺族による差止･名誉回復措置請求権

著作物を公表するか否か

公 表 権 いつ公表するか の決定権

どのような方法で公表するか

二次著作物についても、原著作者の権利が認められる

著作者名を表示するか否か

氏名表示権 表示は、実名か変名か の決定権

※利用目的に照らして表示が困難な場合、表示を省略できる。

（①著作者の利益を害しない②公正な慣行に反しない）

同一性保持権 …著作物の内容および題号の改変は、著作者のみが行える。

例外）学校教育上やむを得ない、建築物の増改築等、

コンピュータプログラムのバージョンアップなど

名誉・声望保持権 …著名な作家や芸術家が社会で受けている客観的な評価

を害する行為は、著作者人格権の侵害として扱われる。
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（５）著作権(著作財産権)

) …一括または枝分権ごとの譲渡可能（対抗要件：登記）著作権(著作財産権

複製権 (21) 有形的に再製する権利(印刷､写真､複写､録音､録画等)

（ 、 ）、上演権・演奏権(22) 公に 公衆に直接 見せ聞かせることを目的として

脚本・楽譜などに基づいて上演・演奏する権利

（ビデオライブ、ＢＧＭ、カラオケでの利用も含む、

ただし、上映、公衆伝達にあたるものは除く）

上映権 (22の2) あらゆる著作物を公に映写して見せる権利

(スクリーン､ディスプレイ､プロジェクター等へ映写)

(サウンドトラック等の音声の再生も含む)

(公衆伝達にあたるものは除く)

公衆送信権 (23) 放送･有線放送･FAX･Eﾒｰﾙ等によって公に送信する権利

。自動公衆送信の (Webへの掲載権)を含む送信可能化権

公衆伝達権 (23②) 公衆送信されたものを受信して公に視聴させる権利

口述権（言語） 朗読等により、公に口頭で伝達する権利

(24) 録音された｢講演､演説､朗読｣の公に再生すること含む

展示権 美術・写真 原作品(写真は未発行もの)を展示する権利（ ）

(25) （上映、公衆伝達にあたるものは除く）

頒布権（映画）(26) 映画の著作物の複製物の流通をコントロールする権利

譲渡権（映画以外） 原作品を譲渡する権利｡再譲渡には行使不可｡ (26の2)

貸与権（映画以外） 複製物を貸与(レンタル)する権利 (26の3)

翻訳権・翻案権(27) 二次的著作物を創作する権利

翻訳(原作と異なる言語での表現)､編曲(音楽のｱﾚﾝｼﾞ)

変形(立体化など表現物の形状の変更)

翻案（脚色…台本･脚本化、映画化、

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑのﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟなど）

二次的著作物の 原著作物の著作者は、

利用権(28) 二次的著作物の著作者と同じ権利を有する

※著作権が譲渡されると、著作者と異なる者が著作権者となる
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●著作権の制限（自由利用）

・私的利用のための複製…店頭ダビング､ｺﾋﾟｰｶﾞｰﾄﾞ解除､海賊版ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ等は違法

・図書館等における複製

・公表された著作物の引用…公正な慣行に合致し、目的上正当な(従たる)範囲内で

・教育目的の利用…教科書等へ掲載､学校教育番組の放送等､学校等における複製等

・試験問題としての複製等

・視聴覚障害者のための複製等…点字化、音声化、文字化など

・営利を目的としない上演等…非営利・無料の上演･貸与･放送中番組の公衆伝達等

・時事問題に関する論説の転載等…新聞･雑誌のものを 以外でWeb
・政治上の演説等の利用

・時事の事件の報道のための利用

・司法･立法･行政目的のための複製…裁判手続､内部資料､行政情報公開など

・放送事業者等による一時的固定…公衆送信権等許諾を得ての放送のための録画等

・美術の著作物等の利用…原作品の所有者による展示、展覧会ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ掲載など

・プログラムの著作物の複製物の所有者による複製等…バックアップコピーなど

※これらの規定により作成された複製や二次著作物の目的外使用は許されない。

※著作者人格権については、これらの規定の影響を受けない。

●著作権の存続期間

変名が周知、保護期間中に実名登録

著作者の 経過時まで 保護期間中に著作者が実名･周知変名で発表死後７０年

無名･変名著作

公表後７０年経過時まで …著作者が特定できない場合

法人等著作

いずれも最終年の12月31日まで

（６）出版権・著作隣接権等

出版権 ←複製権を有する著作権者が設定

原作のまま印刷等の方法により、文書又は図画として複製する権利を専有

・インターネット配信その他の用途で利用するには、別途許諾が必要

・重ねて他に出版権の設定はできず、複製権者自身も出版できない

・出版権者は、他人に複製(出版)を許諾できない

・出版権の譲渡・出版権への質権設定は、複製権者の承諾が必要

・出版権者の承諾なく、複製権の譲渡は可能

・著作者人格権には影響を及ぼさない

６ヵ月以内に出版義務、慣行に従い継続出版する義務

・増刷･改訂時には著作者に通知し、修正･増減の機会を与える

存続期間は契約による。定めなき場合は３年間。
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●著作隣接権者の権利 …著作者の権利には影響を与えない

著作隣接権は、一括または枝分権ごとの譲渡可能

実 演 家 レコード制作者 放 送 事 業 者 有線放送事業者

(著作物の実演に (音楽ＣＤ等の 無線通信放送 (IPﾏﾙﾁｷｬｽﾄ放送（ ）

限らない) 原盤作成者) は含まない)

保 始 実演を行った時 最初に固定した時 放送を行った時 有線放送を

護 期 行った時

期 終 上記から７０年 発行日から７０年 上記から５０年 上記から５０年

間 期 い ず れ も 最 終 年 の １２ 月 ３１ 日 ま で

録音権及び録画権 複製権 複製権 複製権著

送信可能化権 送信可能化権 送信可能化権 送信可能化権作

放送権及び 再放送権及び 放送権及び隣

有線放送権 有線放送権 再有線放送権接

商業用レコードの 商業用レコードの テレビ放送 有線テレビ放送権

譲渡権･貸与権等 譲渡権･貸与権等 の公衆伝達権 の公衆伝達権

商業用レコードの 商業用レコードの

二次使用料受領権 二次使用料受領権 使用料

放送される実演を 報酬

有線放送する場合

の報酬請求権

氏名表示権 譲渡の禁止実演家

同一性保持権 名誉･声望保持権を含む 非相続性 一身専属性人格権 （ ）

死後の保護 ↓※例外

実演は公表目的なので公表権はない →遺族による差止等の請求権。

（７）著作権等の侵害

著作者人格権、著作(財産)権、実演家人格権、著作隣接権及び出版権について、

権利者の許諾なく無断で著作物を利用すると、各権利の侵害となる。

●著作権等の侵害とみなされる行為( )113
・国内ならば著作権等侵害となる行為で作成された物(いわゆる海賊版)の輸入

・著作権等の侵害物を認識した上で行う頒布､頒布申出､頒布･輸出入目的での所持

・知って取得した違法コピー(海賊版)プログラムの業務上の使用

・権利管理情報の改変 …コピーガードの解除など（※私的利用でも違法）

・著作者の名誉･声望を害する方法での使用

●著作権の侵害に対する措置 原則、親告罪

・差止請求(112) 一部非親告化

・損害賠償請求(114､民709)

・信用回復措置請求(115) 著作権等侵害 刑事罰

・不当利得返還請求(民703-704) (119～124)
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５ 不正競争防止法

不正競争の防止 公正な競争の確保 国民経済の健全な発展

不正競争行為 商品・営業主体混同惹起行為（周知表示混同惹起行為）

著名表示冒用行為

商品形態模倣行為

営業秘密の不正取得、不正開示

限定提供データの不正取得・使用・開示

技術的制限手段に対する不正競争行為

不正にドメインを使用する行為

原産地等誤認惹起行為

営業誹謗行為

代理人等商標無断使用行為

（周知性のある）

…広く知られた他人の商品等表示を使用し誤認させる商品･営業主体混同惹起行為

(2①1)

①商品や営業の表示が周知であること …需用者間での広い認識

使用

②同一･類似の商品等表示を使用等すること 使用商品の譲渡・引渡し

→意匠も保護される場合がある そのための展示、輸出入

③他人の商品や営業と混同を生じさせること ｵﾝﾗｲﾝ提供

→販売元や営業主体が同一と誤認させるだけでなく、

なんらかの組織上･経済上の関連性があると

誤認させるおそれのある場合を含む

例）系列会社や関連会社との誤認

…著名な他人の商品等表示を使用する著名表示冒用行為

①商品やサービスの表示が著名であること …周知よりもさらに広く認識

②同一･類似の商品等表示を使用等すること …商品形態も含まれる

※実際に混同を生じさせるなくても、表示しただけで規制される

…実質的に同一形態の商品(デッドコピー､コピーキャット)を商品形態模倣行為

譲渡、貸し渡し、展示、輸出入すること

(※取引できる状態にあることが必要)

その市場で事実上標準となっている形態

規制対象外 商品の機能を確保するために不可欠な形態

最初に発売された日から３年を経過している

善意での転売 など
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営業秘密の不正取得 ＜ とは＞営業秘密（トレードシークレット）

・不正開示 秘密として管理されている生産方法、販売方法その他の

事業活動に有用な技術上または営業上の情報であって、

公然と知られていないもの (不正競争防止法２条⑥)

①事業活動に有用

不正競争防止法の禁止行為 営業秘密保護の３要件 ②秘密として管理

③公然と知られてない

不正取得 自ら窃盗､詐欺､強迫その他の不正手段により営業秘密を取得

自らが不正手段によって取得した営業秘密の使用・開示

他人が不正取得した営業秘密の悪意･重過失による取得

他人が不正取得した営業秘密の悪意･重過失の使用･開示

善意で取得後に転じての悪意･重過失の使用･開示

不正開示 保有者から正式に開示された者が、自己の不正な利益または

保有者に損害を与える目的で、営業秘密を使用･開示

秘密として管理されているものを除く

限定提供データの ＜ とは＞限定提供データ

不正取得・不正開示 業として特定の者に提供する情報として

電磁的方法により相当量蓄積され、及び管理されている

技術上又は営業上の情報 (不正競争防止法２条⑦)

①業として特定の物に提供(限定提供性)

不正競争防止法の禁止行為 要件 ②電磁的方法で相当量蓄積(相当蓄積性)

③電磁的方法により管理(電磁的管理性)

④技術上または営業上の情報

不正取得 自ら窃盗､詐欺､強迫その他の不正手段により を取得限定提供データ

自らが不正手段によって取得した の使用・開示限定提供データ

(2①11～13) 他人が不正取得した の悪意･重過失による取得限定提供データ

他人が不正取得した の悪意･重過失の使用･開示限定提供データ

善意で取得後に転じての悪意･重過失の使用･開示

不正開示 保有者から正式に開示された者が、自己の不正な利益または

保有者に損害を与える目的で、限定提供データを使用･開示

(2①14～16) 他人が不正開示した の悪意･重過失の使用･開示限定提供データ

善意で取得後に転じての悪意･重過失の使用･開示
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技術的制限手段に対する不正競争行為 …コピープロテクション迂回装置の提供等

不正にドメインを使用する行為 …紛らわしいﾄﾞﾒｲﾝ名の不正目的での使用等

原産地等誤認惹起行為 …商品や役務の原産地､品質､内容､製造方法､用途､数量等

①競争関係にある他人の

②営業上の信用を害するような営業誹謗行為

③虚偽の事実の告知し、または流布する

(問題となる行為) 比較広告…虚偽事実の場合

知的財産権侵害の警告…侵害行為がなかった場合

(当該特許等が無効な場合も)

代理人等商標無断使用行為 …輸入代理店による海外商標の無断利用など

●不正競争行為に対する措置

・差止請求(3)

・損害賠償請求(4､民709)

・信用回復措置請求(14) 不正競争行為 刑事罰

・不当利得返還請求(民703-704) (21～22)
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６ その他の知的財産と関連法等
（１）育成者権 …種苗法による保護 →農林水産大臣に登録

＜ とは＞育成権

植物の新品種の種苗､種苗より得られる収穫物､品種の加工品の 農林水産

生産、譲渡、輸出入、保管などを独占的に行うことができる権利 省に登録

特性において他と区別することができ、 品種登録の日から

品種 特性を変化させず繁殖させることができる ２５年

植物の集合体 (永年性植物は30年)

区別性…公知の他品種と特性によって明確に区別できる

均一性…繁殖の同一段階ごとに全ての特性において十分に類似

安定性…繰り返し繁殖させても、特性の全部が変化しない

未譲渡性…最初の販売から国内１年以内、外国４年以内

名称の適切性…他の登録または登録商標と同一または類似でない

（２）回路配置利用権 …半導体集積回路配置法 →経済産業省に登録

＜ とは＞回路配置利用権

半導体集積回路の回路配置を用いて 半導体集積回路を製造し 実態審査、 、

それを譲渡・貸渡・展示・輸入する権利 なしで成立

登録から

回路配置 半導体集積回路における回路素子と接続導線の配置 １０年

（３）知的財産の国際条約

特許、実用新案、意匠、商標、サービスマーク、

商号、原産地表示・原産地名称、不正競争の防止パリ条約

管理機関…ＷＩＰＯ

内国民待遇…他の加盟国の国民にも自国民と同党の保護を与える。

優先権制度…いづれかの加盟国に出願し、優先権主張をすれば、優先

期間内の他の加盟国への出願も最初の日付が基準となる。

各国特許･商標権独立の原則…ある国での権利の発生や消滅は、

他の国での権利に影響を与えない。

国際出願制度…１つの手続きですべての国に出願特許協力条約（ＰＴＣ）
国際出願→国際調査→国際公開→(国内移行手続)

(国際予備審査)

国際登録制度…１つの手続きでマドリッド協定議定書（ﾏﾄﾞﾘｯﾄﾞ･ﾌﾟﾛﾄｺﾙ）
複数国に商標登録

ヘーグ条約 意匠の国際的な保護、日本未加盟

無方式主義

著作物の国際的保護の基本的な取り決め 内国民待遇ベルヌ条約

管理機関…ＷＩＰＯ
(内国民待遇)

知的財産の貿易関連の側面に関する協定 最恵国待遇ＴＲＩＰｓ協定

管理機関…ＷＴＯ
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（４）独占禁止法

（私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律）独占禁止法

・私的独占 事業者目的 公正かつ自由な競争の促進 禁

・不当な取引制限

公共の利益 ・不公正な取引方法 事業者団体止

公正取引
排除措置命令 違反行為 差止請求委員会

課徴金納付命令 刑罰 損害賠償請求

＜行政上の措置＞＜刑事上の措置＞＜民事上の措置＞

●規制対象行為

他の事業者の事業活動の排除・支配

例）ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ､差別価格､排他的特約店私 的 独 占

価格支配､販路支配､株式取得など

競争の実質的制限

事業者が相互にその事業活動を拘束

） （ 、 、 、 、不当な取引制限 カルテル例 価格 生産 設備 技術

取引、入札 ）談合

正当な理由なく又は正常な商習慣上不当

に行われた公正競争阻害性のある行為

公正な競争を 例）共同取引拒絶、不当廉売、不公正な取引方法

阻害するおそれ 不当顧客誘因、抱き合わせ販売、

再販価格維持、拘束条件付き取引、

優越的地位の濫用、取引妨害

●知的財産権と不正競争防止法、独占禁止法

知的財産法

権利化

知的財産 侵害行為

知的財産権
不正競争行為の禁止… 不正競争防止法

行き過ぎた
権利行使的 自由競争阻害行為の規制 … 独 占 禁 止 法
行為
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●独占禁止法の問題となりうるライセンス契約条項

競争事業者間のパテントプール、クロスライセンスを通じて、

他の事業者の新規参入を阻害する場合など
私的独占

特許等の集積を通じて他の事業者の事業活動を排除する場合など

ﾗｲｾﾝｽ契約上の制限を通じて他の事業者の事業活動を排除する場合等

競争当事者間のクロスライセンス契約において、

相互に特許製品の販売価格等を制限する場合など

不当な 競争事業者間のマルティプルライセンス契約において、

取引制限 相互に特許製品の販売価格等を制限する場合など

パテントプール協定において、

相互に特許製品の販売価格等を制限する場合など

違法となる ・販売価格や再販売価格の制限など

違法の ・特許権等消滅後の使用制限や実施料の支払義務

おそれ強い ・研究開発活動の制限 など

違法の ・販売、輸出地域制限

不公正な おそれあり ・利用技術分野の制限

取引方法 ・特許製品またはその原材料や部品等の品質制限

・ﾗｲｾﾝｽ技術の権利の有効性を争わない義務(不争義務)

・技術の利用と無関係なライセンス料の設定 など

原則適法 ・実施可能な期間の制限

・製造のみ、販売のみなど、区分してのライセンス

・サブライセンスの制限

・最低製造数量等の義務づけ など

（５）知的財産に関する紛争

ＡＤＲ（裁判外紛争解決機関） 日本知的財産仲裁センターなど

※著作権紛争については、文化庁長官のあっせん制度もある。

行政訴訟…産業財産権の審決取消訴訟など
知的財産に関する訴訟 民事訴訟…知的財産侵害に対する損害賠償請求など

刑事訴訟…知的財産侵害に対する罰則

知的財産に関する事件を専門的に取り扱う裁判所知的財産高等裁判所

東京高等裁判所の特別の支部(知的財産高等裁判所設置法)

産業財産権の審決取消訴訟の第１審

知的財産関係民事事件(技術型)の控訴審…第１審は東京地裁･大阪地裁

知的財産関係民事事件(非技術型)､その他知財事件の東京高裁管轄の控訴審

※技術型…特許権、実用新案権、回路配置利用権、プログラム著作権の事件

※非技術型…意匠権、商標権、一般の著作権、育成者権、

不正競争による営業上の利益の侵害の事件
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７ コンピュータソフトウエアの知的財産権
（１）ソフトウエアの著作権

客観的情報
●著作権法から見たソフトウエアの分類

デジタルコンテンツ デジタル化された著作物

ソフトウエア データベース 著作物として保護

コンピュータプログラム

●コンピュータソフトウエアの著作権の主な特例

＜著作権の制限（自由利用）＞

（ 、 ）・プログラムの著作物の複製物の所有者による複製等 ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ

・保守、修理等のための一時的複製（バックアップ）

・送信の障害の防止等のための複製（ﾐﾗｰﾘﾝｸﾞ､ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ､ｷｬｯｼﾝｸﾞ）

（ ）・送信可視化された情報の送信元識別符号の検索等のための複製等 検索ﾍﾟｰｼﾞ

・情報解析(リバースエンジニアリング)のための複製等

・電子計算機における著作物の利用等に伴う複製（処理過程における記録）

＜登録＞

・プログラムの著作物の創作年月日の登録（発表・発行だけでなく創作も）

（２）ソフトウエアの特許権
単なる手順、方法 …自然法則を利用せず特許対象外

ソフトウエアの発明
ハードウエアにより実現される 特許権の対象

となる発明
プログラムのアルゴリズム ゲームの進行手順

ビジネスの方法 …ビジネスモデル特許

電子商取引型

金融ビジネス型（３）リバースエンジニアリングと知的財産権の侵害

＜ とは＞リバースエンジニアリング

他社の開発した工業製品を調査・解析・研究し、
そこに含まれている技術的アイデア、情報、ノウハウ等を
製品から逆の過程を遡って抽出すること

元のプログラム
逆コンパイル

オブジェクトコード 解析
（実行プログラム） ソースコード アルゴリズム

著作権 (フローチャート)
法違反

オブジェクトコード ソースコード
プログラム開発

再現プログラム コンパイル

著作物としての保護範囲 著作権法の保護範囲外

（具体的表現） （技術的思想）

※逆コンパイルされたソースコードは元のソースコードの複製となるから、

それをコンパイルしてオブジェクトコードを作成することは著作権侵害。

※アルゴリズムまで遡って、別途そこから開発すれば著作権違反は問えない。
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８ 営業秘密と個人情報保護
（１）個人情報の保護に関する法律

（目的）個人情報の有用性に配慮しつつ個人情報保護法

(2005年４月全面施行) 個人の権利利益を保護する。

生存する個人に関する情報で

①氏名、生年月日等の記述により、特定の個人を識別できるもの個人情報

②個人識別符号が含まれるもの （２①）

…差別・偏見等が生じないよう特に配慮を要するもの要配慮個人情報

個人情報 ①特定の個人情報を検索できるように、体系的に構成したもの

データベース等 ②特定の個人情報を容易に検索できるように、

(16①) 体系的に構成したものとして政令で定めるもの

個人情報ＤＢを構成する個人情報(16④)個人データ

個人情報取扱事業者が

開示､訂正等の権限を保する個人ﾃﾞｰﾀ(16③)保有個人データ

（公益等への配慮による除外あり）

個人情報データベース等を事業の用に供している者(16②)個人情報取扱事業者

報道機関…報道目的 ①利用目的の特定、変更制限、目的外利用禁止

著述業者…著述目的 適 事 ②不適正な利用の禁止

学術研究機関等 用 業 ③適正な取得、取得に際しての利用目的の通知

…学術研究目的 除 者 ④データ内容正確性の確保、不要データの削除

宗教団体…宗教目的 外 の ⑤漏洩等の個人情報保護委員会への報告

政治団体…政治目的 義 ⑥安全管理、従業者、委託者の監督

務 ⑦第三者提供の制限

本人への開示･通知､請求による訂正･利用停止⑧

⑨苦情の処理仮名加工情報 個人関連

匿名加工情報 情報

（２）営業秘密としての個人情報の取扱い

個人情報取扱事業者 個人情報保護法

としての義務の履行 についての免責

営業秘密である個人情報 漏洩秘密としての

（例：顧客リストなど） ・流出管理の徹底

有用性 秘密管理性 非公知性

不正競争防止法

営業秘密保護の要件 による保護
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９ 事例研究・事例紹介

（１）事例研究演習 …契約条項の検討

次の文章を読んで、以下の設問について考えなさい。

、 。Ａ社は合成樹脂メーカーであるが 将来有望とされる新素材Ｘの事業化を検討している

特許調査を行ったところ、技術開発専業のＢ社が新素材Ｘについての特許権を保有してい

ることが判明した。このため、Ａ社はＢ社に対しその実施許諾を受けたい旨を申し入れた

ところ、Ｂ社から次の条項を含む実施許諾契約書案が提示された。なお、上記の特許権を

意味する「本件特許権 、本件特許権のクレーム（特許請求の範囲）によりカバーされる」

新素材Ｘを意味する「本件製品」の用語は、それぞれ別の条項において定義されている。

第ａ条 Ｂ社はＡ社に対し、Ｂ社が保有する本件特許権に基づき日本国において本件

製品を製造、使用および販売する独占的通常実施権を許諾する。

第ｂ条 この契約に基づき許諾された権利の対価として、Ａ社はＢ社に対して以下の

実施料を支払う。

( ) 一時金：金１億円a
( ) ランニング・ロイヤルティ：本件製品の総売上高の５％に相当する金銭b

第ｃ条 Ａ社は、本件特許の有効性を争わない。

第ｄ条 Ｂ社は、Ａ社が本件製品の製造、使用または販売によりたとえ第三者の保有

する特許権を侵害したとしても、その責任を負わない。

第ｅ条 Ａ社は、第三者が本件特許権を侵害する事実を知ったときは、その旨をＢ社

に報告する。この場合、Ｂ社はその判断によりその侵害を排除する法的措置を

とることができる。

（設問１）

第ａ条には 「独占的通常実施権」とあるが、これはどういう意味か。またＡ社の立場、

からみて、これを「専用実施権」と比べた場合のメリットとデメリットには何があるか。

（設問２）

第ｃ条によると、Ａ社は具体的にどのようなことが禁止されるのか。また、この条項に

ついてのＡ社の対案としては、どのような内容が考えられるか。なお、この規定の適法性

や第ａ条、第ｂ条との関係も考慮すること。

（設問３）

第ｄ条によると、Ａ社は具体的にどのようなリスクを覚悟する必要があるのか。このよ

うなリスクを回避または最小化するためには、Ａ社の対案として、どのような内容が考え

られるか。この際、第ａ条、第ｂ条との関係も考慮すること。

（設問４）

第ｅ条によると、Ａ社は具体的にどのような場合にどういう不利益を覚悟する必要があ

るのか。このような不利益をなくすか、または減少させるためには、Ａ社の対案として、

どのような内容が考えられるのか。
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（設問１の見解）

「通常実施権」とは、特許発明を業として実施することができる権利であり 「独占的、

通常実施権」とは、その実施権を１人だけで独占する権利をいう。この場合、特許権者が

自ら実施する権利を留保するかどうかは任意である。いずれにしろ、これらの権利は双方

の契約のみで設定でき、特許原簿への登録は不要である。

「専用実施権」とは、設定契約で定めた範囲内で独占的に特許権者から特許発明を実施

できる権利であり、その範囲では特許権者でも実施できない。この設定には、特許登録原

簿への登録が効力発生要件であり、専用実施権者は、設定契約で定めた範囲内であれば、

さらに第三者に対し実施権の設定ができる。

実施権者であるＡ社の立場からみて 「独占的通常実施権」のメリットとしては 「専、 、

用実施権」のように特許原簿に登録設定する必要がなく、その費用負担等も軽減できるに

もかかわらず、特許権者の実施権を留保しなければ、実質的に「専用実施権」と同様の実

施ができることなどがある。反対に 「独占的通常実施権」はあくまで「通常実施権」で、

債権的権利であるため、物権的権利である「専用実施権」のように特許権の侵害者に対し

差し止め請求ができないなどのデメリットがある。

（設問２の見解）

特許権の有効性を争わないこと（不争義務）とは、特許権に無効事由があってもそれを

無効にする手続（無効審判請求）を行わないことを意味する。すなわち、Ａ社は本件特許

権についての無効審判請求が禁止される。

このような不争義務条項は独占禁止法に違反する場合がある 「特許・ノウハウライセ。

ンス契約に関する独占禁止法の指針」によれば、不争義務を課すことは、本来特許が成立

しない技術を不当に保護する可能性があるため、市場における競争秩序に悪影響を及ぼす

おそれがある場合には、不公正な取引方法として禁止される。

この条項に対するＡ社の対案の一例として、独占禁止法に抵触しない範囲で不争義務を

受け入れる代わりに、第ａ条の独占的実施権やそれを前提に支払う第ｂ条の実施料の根拠

となる本件特許権に基づく実施権の有効性をＢ社に保証させることが考えられる。

（設問３の見解）

例えば、Ａ社が本件製品の販売により第三者の特許権を侵害し、その第三者から特許侵

害訴訟を起こされた場合、Ａ社は自ら弁護士費用等を負担し、その訴えに応じなければな

らず、また敗訴した場合は、本件製品を販売できなくなるばかりか、損害賠償を負担する

というリスクを覚悟しなければならない。

このようなリスクを回避または最小化するためのＡ社の対案としては、①Ａ社が本件特

許権の実施によって第三者の特許権を侵害しない旨の保証をＢ社にさせ、②侵害訴訟を起

こされた場合は、Ｂ社が当事者として第三者の特許権侵害の問題を解決する（保証を履行

） 。する まで第ｂ条の実施料の支払いを停止または減額できるようにすることが考えられる

（設問４の見解）

たとえば、Ｂ社が侵害排除の法的措置をとらない場合、Ａ社は実施権の独占が破られた

状態となり、実施料を支払っていない侵害者が実質的にＡ社と同じ権利の実施を行ってい

る不利益が発生することを覚悟する必要がある。

このような不利益をなくすか、減少させるためのＡ社の対案の一例として、①Ｂ社に侵

害排除の法的措置をとることを義務づけたり、Ａ社自身が法的措置がとれる専用実施権の

設定ができるようにすると同時に、②権利侵害の状態が継続する限り、Ａ社は第ｂ条の実

施料の支払いを停止または減額請求できるようにすることが考えられる。
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（２）相談事例紹介

（事例１）

Ａ社は、関西地区のＫ市西部でプロパンガス（ＬＰＧ）を販売している会社である。

Ａ社は、業界の動きに先駆けて、ガスの管理システムを開発することにより、効率化を

実現し、業績を伸ばしてきた。管理システムの開発には、関東地区の大手都市ガス会社で

あるＴ社のシステム部門が参加しており、コンピュータ技術に関する部分についてはほと

んどＴ社側が行ったが、要件定義や画面・帳票の設計には、Ａ社のノウハウやアイデアが

盛り込まれている。

システムの開発から数年が経ち、運用も安定してきた頃、Ｔ社のシステム開発責任者か

ら、本システムについて、Ｔ社単独での特許出願したい旨の申し出があった。ただしＡ社

は、特許成立後も本システムの使用に関しては、従来どおり行えるものとし、出願に関す

る費用負担も当然ながら一切発生しない。またＴ社は、本システムに関する事業活動を関

西地区においては行わないことも、従来どおりである。

当初から、特許など念頭になかったＡ社社長は、Ｔ社に特許が成立してもＡ社の事業活

動に影響はないようであり、共同出願にする場合の費用分担が相当の額で示されているこ

ともあって、今後のＴ社との関係等を考慮すれば、本提案を受け容れようと考えている。

なお、Ａ社は今後もこのシステムを軸とした事業活動を続け、システムも改良しながら

維持運営し、競合他社に対するアドバンテージを保っていきたいと考えている。

Ａ社として、提案の受け容れに問題はないか。

（事例２）

Ｂ社は、関西地区のＫ市南部で金属加工業を営んでいる。

Ｂ社は、あるスポーツ器具に関する実用新案権を保有しており、かつてはその器具を製

造販売していたが、現在は既に事業として実施していない。その器具は、簡単な構造であ

るが、意外なとことに危険が潜んでいたため、開発にあたっては、地元国立大学と共同で

テストを繰り返し、それらの研究成果を盛り込んだ上で、実用新案も申請した。

Ｂ社が、そのスポーツ器具の事業から撤退する数年前から、九州地区のＦ社が同様の器

具を販売し始めたが、競合することもなく、Ｂ社は撤退した。

現在も販売されているＦ社の器具は、Ｂ社のものと見た目には大きな違いがないが、素

材や加工等が粗悪で、潜在する危険に対しても、何ら対策がなされていない。

Ｂ社社長は、現在もそのスポーツを行っており、かつてそのスポーツの専門誌にコラム

を出したこともあった。このためか、現在もＦ社の製品についてＢ社のものと混同･誤認

している競技者もいるようで、Ｂ社にも問い合わせの電話が時々ある。

このためＢ社社長は、同じ競技者として、事故の危険性を放置できないばかりでなく、

事故が発生した場合には、Ｂ社の信用にも問題が発生する可能性もあり、なんとか粗悪品

の販売をやめさせたい、とも思っている。

保有している実用新案権などを使って、Ｆ社に対し、何らかの有効なアクションは起こ

せないだろうか。
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（事例３）

Ｃ社は、関西地区の中心であるＯ市で、映像コンテンツの撮影、編集業を営んでいた。

Ｃ社の経営者は、当時、音声や映像等のサンプル配布に使われていたカード型など変形

型のＣＤ－ＲＯＭに注目し、そのの形状について、生産性の向上と次世代となるＤＶＤに

も対応できるアイデアを発案し、特許と意匠の両方で登録申請を行った。ところが、意匠

登録については申請どおりは認められたが、特許については同様のアイデアが大手音響メ

ーカーＶ社から申請されていることから却下され、程なく同特許は成立した。

本アイデアについて、Ｃ社とＶ社との権利関係はどうなるのか。Ｃ社としては、Ｖ社に

対してどのような働きかけができるのか。

（事例４）

Ｄ社は、全国的に通信機器・通信インフラを提供している会社である。官公庁からの信

頼も厚く、次世代の通信インフラと通信行政に関わるパンフレットの作成を委託された。

パンフレット中で、Ｄ社が自社のパンフレットに記載した図表やイラストを転用するが、

官公庁の刊行物に関しては著作権が成立しないため、その図表やイラストについても著作

権が成立しない可能性がある。経営上、他社による利用には制限をかけつつ、官公庁のパ

ンフレットにはそのまま記載して、Ｄ社の取組等を世間にアピールしたい。どのような手

立てが考えられるか。


